
第 4 期宮城県がん対策推進計画への提言 

2023 年 11 月 16 日 宮城県がん対策推進協議会・ワーキング部会委員（がん教育担当） 

東北労災病院 丹田 滋 

 

本日検討される宮城県第 4 期がん対策推進計画「中間案」を拝読して「がん教育」を担当させていただいたワー

キング部会（WG）委員として本日の協議会でご検討いただきたいことをまとめました。10 月 17 日の WG の折

に提出した「参考資料」と重複する部分があることをお許しください。 

まず宮城県の「がん教育」の現状の一端を示す資料として次の表をご紹介したいと存じます。 

「令和 4 年度におけるがん教育の実施状況調査の結果」（文部科学省「がん教育」サイトから） 

 
 

https://www.mext.go.jp/content/20231027-mxt_kenshoku-100000616_1.pdf 

の 6 ページ目の表です（「宮城県データ」への枠づけは丹田が加筆）。 
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本協議会の委員には教育専門家もいらっしゃいますが、専門外の委員のためにがん教育と外部講師について説明

します（太字は丹田の修飾、以下同様）。 

平成 28 年（2016 年）12 月に改正・施行されたがん対策基本法第 23 条では、「国及び地方公共団体は、国民が、 

がんに関する知識及びがん患者に関する理解を深めることができるよう、学校教育及び社会教育におけるがんに

関する教育の推進のために必要な施策を講ずるものとする。」とされています。 

これを受け、2017 年・2018 年に改訂された学習指導要領の中で、中学校や高校の授業の一環としてがん教育を

取り扱うように明記されました。その後、学習指導要領改訂に伴う移行期間を経て、小学校は 2020 年、中学校

は 2021 年から、高校は 2022 年入学者から順次、スタートしています。 

第 4 期がん対策推進基本計画（本年 3 月閣議決定）でも「国は、都道府県及び市町村において、教育委員会及び

衛生主管部局が連携して 会議体を設置し、地域のがん医療を担う医師や患者等の関係団体とも協力しながら、

また、学校医やがん医療に携わる医師、がん患者・経験者等の外部講師を活用しながら、がん教育が実施される

よう、必要な支援を行う。」とされており、「都道府県及び市町村において、教育委員会及び衛生主管部局が連携し

て会議体を設置」することが勧められています。 

今回の中間案で 83 ページの「取組の方向性」で、（がん教育推進のために）「関係機関との協議の場を設け検討し

ていく」との文言が入ったことは 10 月 17 日の WG での議論が反映されたようで担当委員としてもうれしく感

じました。第 4 期 6 年の間にぜひ実現していただきたいと存じます。 

文部科学省からの「外部講師を活用したがん教育ガイドライン」（最新版） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/hoken/20210312-mxt_kouhou02-1.pdf 

p.8 で紹介されている「組織構築（イメージ図）」（下図）の A～D 方式が参考になると存じます。 

 



82 ページの上段の「施策の方向性」第 1 項目に「関係機関で協議の場を設け、学習指導要領に基づく、児童生徒

の発達段階に応じたがん教育の推進」と加筆されることを第一に提案いたします。 

 

次に 1 ページ目の表や 2 ページ目の図に焦点とされている外部講師をご説明します。 

「教員自身ががんについて詳しく知らない場合、教材だけを使用しても深みのある授業を展開するのは難しいか

もしれません。たとえば、専門知識を学んだ養護教諭が授業を担当することもありますが、がん教育を行う教科

や学習活動時間によっては、専門的な知識を持たない教員が授業を担当せざるを得ない場合もあります。 

そのため、教材にくわえて重要視されているのが外部講師の存在です。（中略）具体的には、がん教育の目標の 1

つである「がんについて正しく理解することができるようにする」を達成するために、医師や看護師、保健師な

ど専門知識をもった医療従事者を招くことで、科学的根拠に基づいた知識を提供できます。もう 1 つの目標であ

る「健康と命の大切さについて主体的に考えることができるようにする」を達成するためには、がん患者やがん

経験者を招くと効果的だと考えられています。」 

（https://www.ganchiryo.com/live/cancer-education の記載を転載） 

1 ページ目に紹介した「調査の結果」（全国集計）でも、「外部講師を活用しなかった理由」（質問４）への回答（複

数選択）でも、「教師が指導したため」（63.2％）、「指導時間が確保できなかった」（25.3％）、「適当な講師がいな

かった」（8.0％）、「講師謝金等の経費が確保できなかった」（5.3％）となっています。 

 

個人的にうかがった宮城県内関係者のお話を総合すると、宮城県や仙台市では保健体育科の教諭や養護教諭が

「がん教育」の授業を担当されるシステムが構築され（つつあり）、その結果、当然ながら外部講師を招く（諸文

書では「活用する」と表現されています）率が 1 ページの表のように小中高校総合での全国比較でブービー賞（下

から 2 番目）という結果になっています。丹田個人としては「外部講師の活用」が児童生徒のがんの正しい知識

定着、ひいてはがん検診率の向上や早期受診によるがん死亡率の低下にどの程度結びつくかは後世の判定になる

（現時点ではエビデンスはない）とは感じています。ただ、第 3 期・第 4 期の国のがん対策推進基本計画で推奨

されている「外部講師の活用」を宮城県独自の判断で無視して後世、「やはり外部講師の活用は有用であった」と

判明した場合、今回策定される「宮城県第 4 期がん対策推進計画」の瑕疵との批判は免れないと存じます。 

 

「外部講師を活用しなかった理由」の 3 番目に挙げられた「適当な講師がいなかった」問題について、ひとつ資

料をお示しします。がん患者団体の連合組織である「全国がん患者連合会」（全がん連）でも、がん患者や経験者

が外部講師として招かれる可能性がある状況で講師としての質を担保するために「がん教育外部講師 e-learning」

を開講していました（現在は新規申し込みを中止）。（公開に同意された）修了者の名簿がネットに掲載されてい

ます（http://zenganren.jp/?page_id=2744）。宮城県分を下記に転載しますと（医療者も対象だったので受講した

私を含めて）多数の方が「外部講師として協力してもよい」と手を挙げています（全がん連ではこのリストを地

域の教育委員会などに送付済みとのこと）。非受講者も合わせれば相当数の県内の協力者が期待できます。 

  



「医療（従事）者」の外部講師について付言すると、「がん診療連携拠点病院等の整備について」（2022 年 8 月 1

日厚生労働省健康局⾧発令）で例えば地域がん診療連携拠点病院の指定用件として「がん教育について、当該が

ん医療圏における学校や職域より依頼があった際には、外部講師として診療従事者を派遣し、がんに関する正し

い知識の普及啓発に努めること。なお、がん教育の実施に当たっては、児童生徒が当事者である場合や、身近に

がん患者を持つ場合等があることを踏まえ、対象者へ十分な配慮を行うこと。」と具体的に記載されましたので、

学校としては同じ二次医療圏内の拠点病院等に医療従事者を派遣する依頼はしやすくなった（病院としても積極

的に協力する）はずです。 

以上のことから、中間案 82 ページのがん教育の「現状と課題」の第 2 段落末尾に「しかしながら、宮城県の外

部講師活用率は全国でも下位にあり改善が必要です。」と追加することを第二に提案いたします。 

 

最後に中間案 83 ページ、「取組の方向性」第一段落の末尾に「この目的のために文部科学省から「がん教育総合

支援事業」の受託を目指す。」と追記することをご提案したいと思います。 

これは下図のような事業なので、図にある（外部講師活用を含めた）「課題」への対策になるばかりでなく宮城県

＋仙台市のがん教育の進展には資することが大であると考えます。「民間事業者等」の文言がありますが、上記

「関係機関の協議の場」で（あるいは先行都府県の事例を研究して）適当な仕組みが作れると考えます。 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/10901000/001000334.pdf 

（令和 4 年 10 月 13 日第 83 回がん対策推進協議会 資料 2-2「文部科学省におけるがん教育の取組について」

から） 

なお文中のリンクは 2023 年 11 月 12 日に最終確認しております。 


